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国税庁はこのほど、定期保険・第三分野保険の

「法人税基本通達等の一部改正について（法令解

釈通達）」を決定し公表した。この改正は、解約

を前提とした高い返戻率による節税効果を謳っ

たいわゆる節税保険を封じるべく、今年４月11

日から５月１日にかけて募集していたパブリッ

クコメントの結果を受けたもの。

当初示されたルールについて、細かな部分で修

正はあったものの、ほぼその通りに確定した結

果となっている。

改正通達ではまず、これまで節税保険を規制す

る目的で発遣してきた５つの個別通達を廃止して改正通達へ編入。そして、法人税基本通達９－３－５の２を新設し、最高解約

返戻率が50％を超えるものを、「最高解約返戻率50％超70％以下」、「最高解約返戻率70％超85％以下」、「最高解約返戻率85％超」

の３つに区分して、原則としてそれぞれの区分ごとに一定の割合を資産計上する（損金算入を制限する）こととした。

また、パブリックコメントで示した通達改正案では、年換算保険料相当額が「20万円以下」の保険に係る保険料については期間の

経過に応じて損金算入扱いとしていたところ、改正通達では「30万円以下」に修正されている。このほか、通達９－３－５において、

「保険期間が終身である第三分野保険については、保険期間の開始の日から被保険者の年齢が116歳に達する日までを計算上の保

険期間とする」とする内容も新たに加えられた。
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堺事業部　森山享亮

保険の法人契約による過剰な節税対策が以前より問題視されていましたが、国税庁はこ

れについて2019年６月28日に「改正法人税基本通達」等を公表しました。

その中で、高い解約返戻率を設定した定期保険等及び短期払いのがん保険等の節税効果

をうたった保険商品の損金算入額に一定の歯止めがかけられました。いずれも、10月８日

以後契約分から適用され、それ以前の契約には遡及されません。

この機会に保険以外の節税策についてどういったものがあるのか、検討してみてはいか

がでしょうか。



一昔前までは、企業にとって重要な経営資源は下記の３つだといわれていました。

 

つまり、人事制度を構築して社員を適切に管理し（ヒト）、設備投資計画に則って必要な設備機器を計画的に導入し（モノ）、予実管理

を徹底しながら資金を上手に運用することで（金）、経営はうまく回っていたのです。

ところが、現在はそれだけでは不十分だといわれています。「ヒト・モノ・金」の３つに「情報」を加えた４つこそが経営資産として重

要だと位置づけられています。

 

経営資源の３要素といわれた「ヒト・モノ・金」ですが、モノ（設備）と金（資金）の面では大手企業の方が圧倒的に優勢です。また、ヒ

ト（人材）に関しても、優秀な人材は大手企業に集まる傾向があり、純粋な人材の質で大手企業に勝てる中小企業は少ないといえるで

しょう。

そんな中小企業が唯一、大手企業に対抗しうるのが「情報」だといえます。

特にニッチな分野に特化した細やかな情報は中小企業ならではの強みと

なっています。例えば、希少な趣味を持つ人たちの詳細な顧客データや、

狭い業界に関する深い知識、ある特殊な用途に限定された技術情報などは

中小企業の存在価値を高めています。

そのような大切な情報を、管理のずさんさのために失ってしまったり、有

効に活用できず社内に埋もれさせてしまったり、外部に流出させてしまっ

たりした場合は、回復不可能なダメージを受けることになります。

「情報管理」と聞くと、どうしても「コスト要因」であるというネガティブな

イメージを抱きがちですが、「情報」が貴重な武器であり、適正に管理し有

効に活用していくことで経営上プラスに働きます。

「情報管理」をネガティブに捉えるのではなく、むしろ積極的に取り組んで

いくべき課題であるといえます。
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コンサルの

「情報」の価値は、その情報を取扱う企業の業種や規模によって異なります。

「情報」は経営上において武器にもリスクにもなり得るものであり、その情報をどのように管理し活用するかが重

要です。例えば、ひとたび情報が流出してしまうと、通常はその後の対応に追われて本業どころではなくなって

しまい、また風評被害や失墜した信頼の回復には企業として相当なエネルギーを要します。一方で、情報を貴重

な経営資源と位置付け、新たな気づきを得て顧客ニーズを技術や商品に反映させていく事で、情報は武器となり

得ます。「情報」を適切に管理し、かつ有益に活用していくことが求められていると言えます。
中小企業診断士　藤本邦浩

１．経営資源としての情報の価値を理解する

２．「情報」が経営上の武器になる

ヒト モノ 金

ヒト モノ 金 ＋ 情報

「情報管理」に対する意識の改善

＝情報管理
積極的に取り組んで

いくべき課題

情報管理 コスト要因
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